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1. 統一的な基準について 
 

 
 

地方公共団体の会計は、国の会計と同様に予算の適正・確実な執行に資する観点から“単式

簿記・現金主義会計”により「予算書」、「決算書」を作成し、財務状況を公開しています。 

加えて、上記の予算・決算制度を補完し、財政の透明性を高め、市民に対する説明責任をよ

り適切に果たす観点から、”複式簿記・発生主義会計”による４つの財務書類や固定資産台帳の

整備、公開を進めています。 

松戸市は、平成27 年1 月に総務省より示された「統一的な基準による地方公会計の整備促

進」に従い、平成2８年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成・公開しています。 

この度、令和元年度決算ベースでの財務書類を作成しましたので、報告いたします。 
 

【図表１】自治体の行政活動と財務書類 

 
 

【図表２】財務書類の概念図 
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松戸市は、「統一的な基準」により作成した財務書類を公開しています。 
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2. 財務書類４表について 
 

 
 

（１） 貸借対照表（BS：Balance Sheet） 
 貸借対照表は、市が有する全ての「資産」と「負債」、「純資産」の残高および内訳をまとめ

たもので、基準日時点での財務の状態（ストック）を示した財務書類です。 

貸借対照表では、資産形成とその取得にかかる負担とのバランスを把握することができます。 
 

 

 

 

〇 主な科目と内容 

 
 
（２） 行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement） 

行政コスト計算書は、企業会計の損益計算書と同様の考えで作成された財務書類です。 

１年間に市民に提供した行政サービスのうち、市の資産形成につながらない人的サービスや

給付サービスなど、ソフト的なサービスにかかった費用（コスト）と使用料や手数料などの受

益者負担による収益との関係を表しています。 
 

 

 

 

 

 

内　　　　　　　容 内　　　　　　　容

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債 償還予定が1年を超える市債など

事業用資産 庁舎・学校などの土地・建物・工作物 長期未払金

インフラ資産 道路・河川などの土地・建物・工作物 退職手当引当金 将来の退職手当の支給見込額

物品 50万円以上の備品など 流動負債

無形固定資産 システムのソフトウェアなど 1年以内に償還予定の市債など

投資その他の資産 賞与等引当金 翌年度の賞与支給見込額のうち本年度分

投資及び出資金 有価証券・出資金など 預り金 契約保証金、職員の源泉所得税など

長期延滞債権 1年を超えて回収されていない債権

基金 【純資産の部】

流動資産 固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積

現金預金 歳計現金と歳計外現金の合計 余剰分（不足分） 費消可能な資源の蓄積

基金 1年以内に取崩予定の基金

負債及び純資産合計

科　　目 科　　目

1年内償還予定地方債

負債合計

純資産合計

資産合計

財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書です。 

◆資産（これまでに形成された市民の財産）＝ 負債（将来の市民負担：借金、引当金等） 

＋ 純資産（これまでの市民負担：税金、補助金等） 

 

◆経常費用（行政サービスの費用）－ 経常収益（受益者負担） ＝ 純経常行政コスト 

◆純経常行政コスト ＋ 臨時損失 － 臨時利益 ＝ 純行政コスト 
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〇 主な科目と内容 

 
 

（３） 純資産変動計算書（NW：Net Worth statement） 
純資産変動計算書は、企業会計の株主資本等変動計算書と同様の考えで作成された財務書類

であり、貸借対照表の純資産における１年間の増減の変動要因を示したものです。 

また、内訳の本年度差額では、行政コスト計算書で算出した純行政コストを税収や国・県か

らの補助金などの収入で賄えたかどうかを明らかにします。 
 

 

 
 

〇 主な科目と内容 

 

 

内　　　　　容

経常費用  (A)

業務費用

人件費 職員給与や将来支給が見込まれる退職手当の見込額の当該年度発生分など

物件費等

物件費 消耗品費や委託料など消費的性質の経費

維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費など

減価償却費 耐用年数に応じて計算された建物などの償却資産の価値減少分

その他の業務費用 支払利息や徴収不能引当金の繰入額など

移転費用

補助金等 他の団体や個人に支払う補助金や負担金など

社会保障給付 児童手当、障がい者支援、生活保護等の社会保障給付費用など

他会計への繰出金 地方公営事業会計への繰出金

経常収益　（B） 使用料・手数料、事業実施による収益など

純経常行政コスト (C) = (A) - (B)

臨時損失　（D） 災害復旧事業費や資産売却損など

臨時利益　（E） 資産売却益など

純行政コスト (F) = (C) + (D) - (E)

科　　　目

内　　　　容

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源 税収等 市税、地方交付税交付金、寄附金など

国県等補助金 国または県からの補助金、負担金など

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動） 本年度に生じた有形固定資産や貸付金・基金などの増減

資産評価差額 有価証券などの資産評価額の増減

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

科　　　目

◆前年度末純資産残高 ＋ 本年度純資産変動額 ＝ 本年度末純資産残高 
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（４） 資金収支計算書（CF：Cash Flow statement） 
資金収支計算書は、企業会計のキャッシュフロー計算書と同様の考えで作成された財務書類

であり、１年間の市の行政活動を資金（＝現金）の増減から表した一覧表です。 

資金収支計算書は、３つの活動収支から構成されており、業務活動収支（経常的な行政活動

に伴う資金の増減等）、投資活動収支（公共資産形成や基金にかかる増減等）、財務活動収支（地

方債の増減等）の内訳ごとに資金の「調達」や、その「使いみち」を把握することができます。 
 

 

 

 

 
 

〇 主な科目と内容 

 

なお、資金収支計算書は、１年間における資金（＝現金）の受払いを表したものであり、同

じく、現金主義で作成した歳入歳出決算と比べると、本年度末資金残高は、形式収支（歳入決

算総額と歳出決算総額の差引）と一致し、歳入歳出外現金の残高を加えたものが本年度末現金

預金残高と一致しています。 

また、資金収支計算書における、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の３つの活動

による支出は、歳出決算の性質別分類（経費の経済的性質に着目した歳出分類）と、以下のと

おり対応しています。 

① 業務支出は、人件費、扶助費、補助費、物件費等、行政活動で経常的に発生する歳出 

② 投資活動支出は、普通建設事業費や積立金等、投資的に発生する歳出 

③ 財務活動支出は、公債費のうち元金償還 

 

内　　　　　容

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出 人件費支出、物件費、支払利息などの支出

移転費用支出 補助金、社会保障給付、他会計への繰出しなどの支出

業務収入 税収、国県等補助金、使用料及び手数料などの収入

臨時支出 災害復旧事業費などの支出

臨時収入 災害復旧事業に関する補助金などの収入

【投資活動収支】

投資活動支出 公共施設等の整備、基金の積立て、貸付けなどの支出

投資活動収入 公共施設等整備にかかる補助金や資産の売却、基金取崩しなどの収入

【財務活動収支】

財務活動支出 地方債の償還などの支出

財務活動収入 地方債の発行や借入れなどによる収入

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

科　　　目

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

◆本年度資金収支額 ＝ 業務活動収支 ＋ 投資活動収支 ＋ 財務活動収支 

◆本年度末資金残高 ＝ 前年度末資金残高 ＋ 本年度資金収支額 

◆本年度末現金預金残高 ＝ 本年度末資金残高 ＋ 本年度末歳計外現金残高 
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3. 財務書類の作成基準について 
 

 
 
（１）作成基準日 

 作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）とし、当該年度の出納整理期間（4 月１日～

5 月31 日）における収支は、作成基準日までに決済したものとして整理しています。 

（２）対象会計 

   松戸市において、財務書類を作成する対象会計は、図表３のとおりです。 
 

【図表３】財務書類の作成対象会計 

 
この「あらまし」では、財務書類の計数を「①一般会計等」、「②松戸市全体」、「③連結」

の 3 区分で整理して、掲載しています。 

なお、「一般会計等」は、財政健全化法第 2 条に規定する会計と同範囲であり、松戸市

の場合、一般会計のみとなります。 

また、参考情報として、市民一人当たりの貸借対照表、行政コスト計算書や各種指標に

よる財務分析等を掲載しています。 
 
（３） 会計方針等 

財務書類は、基本的に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき、作成し

ています。また、重要な会計方針や個別の取り扱いについては、各財務書類において注記

を付しています。そのうち、代表的な項目に関しては、以下のとおり整理しています。 

  ① 償却資産 

有形固定資産のうち、土地、立木竹、建設仮勘定等は減価償却を行ないません。償却

資産は、毎会計年度、種類の区分ごとに定額法により減価償却を行います。減価償却費

は、行政コスト計算書に計上し、減価償却の累計額は、当該償却資産に対する控除項目

として減価償却累計額に表示しています。 

② その他 

計数は、単位未満を四捨五入しているため、合計及び増減において一致しない場合が

あります。 

一部事務組合・広域連合（3団体）

①一般会計等 特別会計（6会計） ○千葉県後期高齢者医療広域連合

○一般会計 ○国民健康保険特別会計 ○北千葉広域水道企業団

○介護保険特別会計 ○千葉県市町村総合事務組合

○後期高齢者医療特別会計

○松戸競輪特別会計 外郭団体（５団体）

○公設地方卸売市場事業特別会計 ○(公財)松戸市文化振興財団

○駐車場事業特別会計 ○(社福)松戸市社会福祉協議会

企業会計（3会計） ○(公財)松戸市みどりと花の基金

○水道事業会計 ○(公社)松戸市シルバー人材センター

○病院事業会計 ○(公財)松戸市国際交流協会

○下水道事業会計

（注）外郭団体（市が50％以上出資している上記の５団体を対象としています）

松　戸　市

②松戸市全体の財務書類

③連結財務書類

財務書類４表は、市の全ての会計を対象としています。 

また、対象期間は、歳入歳出決算の会計年度と一致しています。 
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4. 令和元年度財務書類 

（１） 貸借対照表の概要 
 

 
 

[ 貸借対照表 ] (令和2 年3 月31 日) 

 

一般会計等ベースの資産のうち、住民サービスを提供するための事業用資産やインフラ資産

等を合わせた「有形固定資産」は、7,539 億円（資産合計の約92％）となりました。 

負債のうち、臨時財政対策債を含めた「地方債」の残高は、固定負債分と流動負債分（1 年

以内償還）を合わせて1,216 億円となり、負債合計の約82％、「負債及び純資産合計」の約

15％を占める水準にあります。 

（単位：億円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 7,967 9,704 9,746 固定負債 1,315 2,802 2,816

有形固定資産 7,539 9,395 9,423 地方債 1,111 1,810 1,818

事業用資産 1,851 2,152 2,153 長期未払金 7 8 8

土地 1,292 1,354 1,354 退職手当引当金 179 205 207

立木竹 - 0 0 損失補償等引当金 - - -

建物 1,716 2,077 2,077 その他 18 779 783

　建物減価償却累計額 ▲1,172 ▲1,305 ▲1,305 流動負債 160 251 254

工作物 347 371 372 1年内償還予定地方債 105 163 164

　工作物減価償却累計額 ▲334 ▲347 ▲347 未払金 1 25 27

その他 - - - 未払費用 - - -

　その他減価償却累計額 - - - 前受金 - - 0

建設仮勘定 1 2 2 前受収益 - - -

インフラ資産 5,646 7,125 7,145 賞与等引当金 17 25 25

土地 4,849 4,875 4,878 預り金 25 25 25

建物 31 57 61 その他 11 13 13

　建物減価償却累計額 ▲23 ▲28 ▲32 1,475 3,052 3,071

工作物 2,004 3,620 3,657 【純資産の部】

　工作物減価償却累計額 ▲1,228 ▲1,417 ▲1,438 固定資産等形成分 8,094 9,879 9,920

その他 - - - 余剰分（不足分） ▲1,378 ▲2,816 ▲2,818

　その他減価償却累計額 - - - 他団体出資分等 - - -

建設仮勘定 14 19 19

物品 172 338 356

物品減価償却累計額 ▲131 ▲221 ▲231

無形固定資産 3 84 93

ソフトウェア 1 1 1

その他 1 82 91

投資その他の資産 425 226 230

投資及び出資金 276 19 4

有価証券 2 2 2

出資金 17 17 2

その他 257 - -

投資損失引当金 - - -

長期延滞債権 19 33 33

長期貸付金 1 3 3

基金 133 163 181

減債基金 0 0 0

その他 133 163 181

その他 - 16 18

徴収不能引当金 ▲3 ▲9 ▲9

流動資産 223 412 427

現金預金 87 163 186

未収金 10 73 66

短期貸付金 0 0 0

基金 126 174 175

財政調整基金 126 174 175

減債基金 - - -

棚卸資産 0 1 1

その他 - 0 0

徴収不能引当金 ▲0 ▲1 ▲1 6,716 7,063 7,102

8,191 10,116 10,173 8,191 10,116 10,173資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計

負債合計

連　　結科　　目 一般会計等 松戸市全体 連　　結 科　　目 一般会計等 松戸市全体

令和元年度末の一般会計等ベースでは、松戸市の資産合計は8,191 億円、負債合計は

1,475 億円、資産と負債の差額である純資産合計は6,716 億円となりました。 
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[ 一般会計等の貸借対照表の経年比較 ] 

 
 

一般会計等ベースの貸借対照表について、前年度との経年比較を行いました。 

資産合計は、ごみ中継施設の建設、市道や橋りょうの整備を行ったことや、他会計への出資

を行ったことなどにより、6 億円増加しています。 

負債合計は、事業実施に伴う地方債の増加額を、リース負債等の減少額が上回ったため、8

億円減少し、純資産合計は、13 億円増加しています。 

なお、今後は負債が増加する傾向が見込まれるため、引き続き、適切な財政運営と公債管理

に取り組む必要があります。 
 

[ 市民一人当たりの貸借対照表 ] （令和2年3月31日） 

 

金額が大きくイメージがつかみにくい資産や負債について、住民基本台帳人口で除した市民

一人当たりベースでの貸借対照表として、参考に掲載しました（単位は千円）。 

一般会計等ベースの貸借対照表について市民一人当たりで見た場合、資産の部では土地・建

物等の「固定資産」が159 万 7 千円となり、現金預金や基金などの「流動資産」が4 万５千

円となりました。一方で、地方債や引当金などの負債全体では29 万 6 千円となりました。 

（単位：億円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 7,964 7,967 4 固定負債 1,323 1,315 ▲ 8

有形固定資産 7,562 7,539 ▲ 23 地方債 1,104 1,111 7

事業用資産 1,852 1,851 ▲ 1 その他 219 204 ▲ 15

インフラ資産 5,651 5,646 ▲ 5 流動負債 159 160 1

物品 59 42 ▲ 17 1年内償還予定地方債 100 105 6

無形固定資産 4 3 ▲ 1 その他 59 54 ▲ 5

投資その他の資産 398 425 28 1,482 1,475 ▲ 8

流動資産 221 223 2 【純資産の部】

現金預金 83 87 4 固定資産等形成分 8,092 8,094 2

基金 128 126 ▲ 2 余剰分（不足分） ▲ 1,389 ▲ 1,378 11

うち財政調整基金 128 126 ▲ 2

棚卸資産 0 0 ▲ 0

その他 10 10 ▲ 0 6,703 6,716 13

8,185 8,191 6 8,185 8,191 6

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

科　　目 平成30年度末① 令和元年度末②
増　　減

（②－①）
科　　目 平成30年度末① 令和元年度末②

増　　減
（②－①）

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 1,597 1,945 1,953 固定負債 264 562 564

有形固定資産 1,511 1,883 1,888 地方債 223 363 364

事業用資産 371 431 431 その他 41 199 200

インフラ資産 1,132 1,428 1,432 流動負債 32 50 51

物品 8 24 25 1年内償還予定地方債 21 33 33

無形固定資産 1 17 19 その他 11 17 18

投資その他の資産 85 45 46 296 612 615

流動資産 45 82 86 【純資産の部】

現金預金 17 33 37 固定資産等形成分 1,622 1,980 1,988

基金 25 35 35 余剰分（不足分） ▲ 276 ▲ 564 ▲ 565

うち財政調整基金 25 35 35

棚卸資産 0 0 0

その他 2 15 13 1,346 1,416 1,423

1,641 2,027 2,039 1,641 2,027 2,039

（注）　住民基本台帳人口：498,994人（令和2年3月31日現在）

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

科　　目 一般会計等 松戸市全体 連　　結 科　　目 一般会計等 松戸市全体 連　　結
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（２） 行政コスト計算書の概要 
 

  
[ 行政コスト計算書 ] (平成31年4月1日～令和2年3月31日) 

 
 

 

一般会計等ベースの経常費用（A）のうち、人件費や物件費等の「業務費用」は 701 億円

（経常費用の約 51％）となりました。また、国民健康保険や介護保険などの社会保障給付等

に充てられる「移転費用」は678 億円（約49％）となりました。 

松戸市全体ベースの経常収益（B）のうち、「使用料及び手数料」には病院事業収益などが、

「その他」には競輪事業収入などが含まれています。 
 

  

（単位：億円）

経常費用  (A) 1,379 2,719 3,132

業務費用 701 1,318 1,339

人件費 265 407 421

職員給与費 228 336 341

賞与等引当金繰入額 17 24 24

退職手当引当金繰入額 15 24 25

その他 5 22 31

物件費等 421 675 678

物件費 301 463 463

維持補修費 29 33 34

減価償却費 92 179 181

その他 - - 0

その他の業務費用 14 235 240

支払利息 5 18 18

徴収不能引当金繰入額 3 9 9

その他 6 208 213

移転費用 678 1,401 1,793

補助金等 134 951 1,343

社会保障給付 448 448 448

他会計への繰出金 96 - -

その他 0 2 2

経常収益  (B) 67 593 599

使用料及び手数料 31 293 296

その他 36 300 303

純経常行政コスト (C) =  (A) - (B) 1,312 2,126 2,533

臨時損失  (D) 1 8 8

資産除売却損 1 7 7

その他 - 1 1

臨時利益  (E) - 0 0

資産売却益 - - -

その他 - 0 0

純行政コスト (F) = (C) + (D) - (E) 1,313 2,134 2,541

一般会計等科　　　目 連　　結松戸市全体

令和元年度の一般会計等ベースでは、経常費用合計 1,379 億円、経常収益合計は67

億円、純経常行政コストは 1,312 億円であり、臨時損益を加えた純行政コストは1,313

億円となりました。 
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 [ 市民一人当たりの行政コスト計算書 ]（平成31年4月1日～令和2年3月31日） 

 

令和元年度の行政コスト計算書を住民基本台帳人口で除した市民一人当たりの行政コスト計

算書を参考に掲載しました（千円単位）。 

これは、資産の形成に結びつかない福祉サービスやごみ収集などの行政サービスなどに、ど

れだけコスト等をかけているかを表しています。 

一般会計等ベースの市民一人当たりの「純行政コスト」は26 万 3 千円となりました。 
 

（３） 純資産変動計算書の概要 
 

  
 [ 純資産変動計算書 ]（平成31 年4 月1 日～令和2年3 月31 日） 

 

（単位：千円）

経常費用  (A) 276 545 628

業務費用 140 264 268

人件費 53 82 84

物件費等 84 135 136

その他の業務費用 3 47 48

うち支払利息 1 4 4

その他 2 42 45

移転費用 136 281 359

補助金等 27 191 269

社会保障給付 90 90 90

他会計への繰出金 19 - -

その他 0 0 0

経常収益  (B) 13 119 120

使用料及び手数料 6 59 59

その他 7 60 61

純経常行政コスト (C) = (B) - (A) 263 426 508

臨時損失  (D) 0 2 2

うち資産除売却損 0 1 1

臨時利益  (E) - 0 0

うち資産売却益 - - -

純行政コスト (F) = (C) - (D) + (E) 263 428 509

（注）　住民基本台帳人口：498,994人（令和2年3月31日現在）

科　　　　目 一般会計等 松戸市全体 連　　結

(単位：億円）

前年度末純資産残高 6,703 7,071 7,108

純行政コスト（▲） ▲ 1,313 ▲ 2,134 ▲ 2,541

財源 1,326 2,095 2,503

税収等 906 1,244 1,549

国県等補助金 420 851 954

本年度差額 13 ▲ 39 ▲ 38

資産評価差額 - - -

無償所管換等 ▲ 0 32 32

比例連結割合変更に伴う差額 - - ▲ 0

その他 0 0 0

本年度純資産変動額 13 ▲ 7 ▲ 6

本年度末純資産残高 6,716 7,063 7,102

連　　結松戸市全体科　　　目 一般会計等

令和元年度末の一般会計等ベースでは、財源から純行政コストを差し引いた本年度差

額が 13 億円となりました。また、無償所管換等を差引した本年度純資産変動額は 13

億円増加し、本年度末純資産残高は6,716 億円となりました。 
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（４） 資金収支計算書の概要 
 

 

[ 資金収支計算書 ]（平成31 年4 月1 日～令和2 年3 月31 日） 

 

内訳を確認すると、毎年度継続的に発生する収入や支出などを加減した「業務活動収支」は

84 億円のプラスとなりました。一方、「投資活動収支」は、「公共施設等整備費支出」に73

億円を計上したこと等により、75 億円のマイナスです。令和元年度の主な投資事業としては、

ごみ中継施設の建設などがあります。 

また、「財務活動収支」は、地方債の償還額やリースの支払額が、地方債の発行額を上回った

ため、6 億円のマイナスとなりました。 

（単位：億円）

【業務活動収支】 (A) 84 78 75

業務支出 1,286 2,558 2,969

業務費用支出 608 1,158 1,177

人件費支出 268 405 419

物件費等支出 330 527 528

支払利息支出 5 18 18

その他の支出 5 208 213

移転費用支出 678 1,400 1,792

補助金等支出 134 951 1,343

社会保障給付支出 448 448 448

他会計への繰出支出 96 - -

その他の支出 0 0 0

業務収入 1,370 2,637 3,044

税収等収入 904 1,222 1,527

国県等補助金収入 401 823 921

使用料及び手数料収入 31 292 296

その他の収入 35 299 301

臨時支出 - 1 1

臨時収入 - 0 0

【投資活動収支】 (B) ▲ 75 ▲ 93 ▲ 95

投資活動支出 108 135 140

公共施設等整備費支出 73 123 125

基金積立金支出 11 11 13

投資及び出資金支出 23 - -

貸付金支出 1 2 2

その他の支出 - - 0

投資活動収入 33 42 44

国県等補助金収入 19 19 19

基金取崩収入 8 13 15

貸付金元金回収収入 1 1 1

資産売却収入 4 7 7

その他の収入 - 3 3

【財務活動収支】 (C) ▲ 6 ▲ 33 ▲ 34

財務活動支出 118 179 180

地方債償還支出 100 160 161

その他の支出 18 19 19

財務活動収入 113 146 146

地方債発行収入 113 138 138

その他の収入 - 8 8

3 ▲ 47 ▲ 54

59 185 216

比例連結割合変更に伴う差額 (F) - - ▲ 0

62 138 161

前年度末歳計外現金残高 (H) 24 24 24

本年度歳計外現金増減額 (Ｉ) 1 1 1

本年度末歳計外現金残高 (J)=(H)+(Ｉ) 25 25 25

本年度末現金預金残高 (K)=(G)+(J) 87 163 186

科　　　目 一般会計等 松戸市全体 連　　結

松戸市全体 連　　結

前年度末資金残高 (E)

本年度末資金残高 (G)=(D)+(E)+(F)

本年度資金収支額 (D)=(A)+(B)+(C)

科　　　目 一般会計等

令和元年度の一般会計等ベースの期末現金預金残高は、期首から当期資金収支額が 3

億円増加し、歳計外現金が 1 億円増加したことにより87 億円となりました。 
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5. 参考情報 
（１） 指標分析 
 

 

地方公会計では、全ての地方公共団体が統一的な基準による地方公会計を導入することによ

り、指標を利用した財務分析を行うことで、経年比較や他自治体との比較による財政状態の把

握が期待されています。 

ここでは、松戸市における 9 種類の指標を財務書類から算出し、掲載しています。 

 
（注）一人当たりの算出には、住民基本台帳人口498,994 人（令和2 年3 月31 日現在）を使用。 

①資産形成度（将来世代に残る資産はどのくらいあるか）

平成３０年度 令和元年度

平成３０年度 令和元年度

平成３０年度 令和元年度

②世代間公平（将来世代と現世代との負担の分担は適切か）

平成３０年度 令和元年度

平成３０年度 令和元年度

③持続可能性・健全性（財政運営に持続可能性があるか）

平成３０年度 令和元年度

平成３０年度 令和元年度

④効率性（行政サービスは効率的に提供されているか）

平成３０年度 令和元年度

⑤自律性（歳入はどれくらいの税金等で賄われているか（受益者負担の水準））

平成３０年度 令和元年度

住民一人当たり資産額 
住民一人当たりの資産額です。他団体との
比較が容易になります。

歳入額対資産比率 資金収支計算書の歳入総額に対する資産合
計の割合です。これまでに形成された資産
が歳入の何年分に相当するかを表し、資産
形成の度合いを表します。

164.7万円 164.1万円

5.34年 5.20年

有形固定資産減価償却率 有形固定資産のうち事業用資産及びインフ
ラ資産に属する償却資産の取得価額に対す
る減価償却累計額の割合から、全体的な資
産の老朽化の状況を表します。

純資産比率
資産合計に対する純資産の割合です。純資
産比率の変動は、現世代と将来世代の負担
割合が変動したことを表します。

66.7% 67.3%

81.9% 82.0%

基礎的財政収支 支払利息支出を除く業務活動収支と投資活
動収支の合計額をいいます。地方債等の元
利償還額を除いた歳出と地方債等発行収入
を除いた歳入のバランスを表します。

将来世代負担比率 有形固定資産などの社会資本等に対して、
将来の償還等が必要な負債により調達した
割合です。社会資本等に係る将来世代の負
担の程度を表します。

住民一人当たり負債額
住民一人当たりの負債額です。他団体との
比較が容易になります。

6.9% 7.1%

29.8万円 29.6万円

6.1億円 16.7億円

住民一人当たり行政コスト
住民一人当たりの行政コストです。類似団
体と比較することで、行政活動の効率性の
度合いを評価することができます。

受益者負担割合
経常費用に対する経常収益の割合です。行
政サービスの提供に対する受益者の負担割
合です。

25.9万円 26.3万円

4.3% 4.9%

資産合計

住民基本台帳人口

資産合計

歳入総額

経常収益

経常費用

純行政コスト

住民基本台帳人口

地方債残高（特例地方債除く）

有形固定資産＋
無形固定資産

負債合計

住民基本台帳人口

純資産

資産合計

有形固定資産合計-土地等の

非償却資産＋減価償却累計額

減価償却累計額

業務活動収支（支払利息支出除く）

＋投資活動収支（基金除く）

総務省の研究会（地方公会計の活用の促進に関する研究会）で示された主な指標につい

て、令和元年度一般会計等ベースの財務書類から算出しました。 
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（２）財務省が作成する「行政キャッシュフロー計算書」による分析 
 

  
「行政キャッシュフロー計算書」とは、財務省が、地方債の貸し手（財政融資資金）の立場

から資金の償還確実性を確認するため、地方公共団体の一決算年度における現預金の流れを「行

政活動の部」、「投資活動の部」、「財務活動の部」の３つに区分し、活動区分ごとの資金繰り状

況を把握・分析する資料です。 

「行政キャッシュフロー計算書」は、普通会計の歳入・歳出決算（決算統計）から作成可能

であり、統一的な基準による財務書類の「資金収支計算書」に近い内容となっています 

ここでは、参考情報として「行政キャッシュフロー計算書」の４つの財務指標について、経

年比較及び類似団体平均との比較を掲載しています。 
 

【図表４】歳入・歳出決算と行政キャッシュフロー計算書、公会計の資金収支計算書との関係 

 

[ 松戸市の行政キャッシュフロー計算書（普通会計）] 

 

行政（業務）活動の部 投資活動の部 財務活動の部

＜行政サービス＞ ＜固定資産の増減＞ ＜負債の増減＞

歳　　入 行政収入 投資収入 財務収入

地方税等 ○

国庫支出金（建設） ○

○

財産売払収入等 ○

地方債等 ○

歳　　出 行政支出 投資支出 財務支出

人件費、扶助費等 ○

普通建設事業費等 ○

繰出金等 ○

○
公債費

　元金償還 ○

　支払利息 ○

行政収支 投資収支 財務収支

【歳入・歳出決算】 【行政CF計算書≒資金収支計算書】

歳入歳出差引

（単位：億円）

H30年度 R01年度

行政経常収入（地方税・地方交付税・国支出金等）A 1,299 1,356

行政経常支出（人件費・物件費・扶助費・繰出金等） 1,219 1,263

行政経常収支　B 79 93

行政収支（行政経常収支に災害等特殊要因を加味） 90 104

投資収入（投資に係る国支出金・分担金等） 28 32

投資支出（普通建設事業費・出資金・貸付金等） 147 148

投資収支 ▲ 119 ▲ 116

財務収入（地方債(臨時財政対策債含む)等） 111 103

財務支出（元金償還額等） 85 91

財務収支 26 13

1,204 1,217

263 269　うち積立金等残高（歳計現金・財政調整基金等）D

投
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動

　うち地方債残現在高

975970

区　　　　　分

実質債務　C

（ ＝ 地方債残高　＋　有利子負債相当額　－　積立金等残高）

行政キャッシュフロー計算書による松戸市の債務償還可能年数は、10.5 年程度と試算

されました。 
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令和元年度の行政活動の部は、地方税や国（県）支出金等の収入増加により、行政収支が約

104 億円（前年度＋14 億円）となりました。一方、投資活動の部は普通建設事業費等の投資

支出の減少により、投資収支が約▲116 億円（前年度＋3 億円）となりました。 

財務活動の部は、投資支出の減少等により地方債の発行が減少したこと等から、財務収支が

約 13 億円（前年度▲13 億円）となっています。 

 
 

令和元年度の財務指標を確認すると、債務負担行為を含む実質債務（Ｃ）を行政経常収支（Ｂ）

で除した「債務償還可能年数」は10.5 年（前年度から1.7 年改善）となりました。 

また、行政経常収支（Ｂ）が行政経常収入（Ａ）の占める割合である「行政経常収支率」は

6.8％（前年度から0.8 ポイント増加）となりました。 

松戸市は一定程度の行政収入を確保しているため、債務償還能力は特に問題ない状況と考え

られます。 

なお、本市と人口規模や産業構造で類似する団体の平均値と比較すると、「債務償還可能年数」

や「行政経常収支率」は、やや劣位にあるものの、「実質債務月収倍率」や「積立金等月収倍率」

は同程度の水準にあることが確認できます。 

【財務指標】

R01類似

団体平均※

債務償還可能年数（年） C/B
1年間で生み出される償還原資
の何倍の債務を抱えているか

ローンを返済するのに何年かかるか 12.2 10.5 9.3

実質債務月収倍率（月） C/（A/12)
一月当たり収入の何か月分の債
務があるか

ローンが給与の何倍か 8.9 8.6 8.7

積立金等月収倍率（月） D/（A/12)
一月当たり収入の何か月分の積
立金があるか

預貯金が給与の何倍か 2.4 2.3 2.7

行政経常収支率（％） B/A
収入からどの程度の償還原資を
生み出しているか

ローンの返済に回せるお金はどのく
らいか

6.0 6.8 8.5

（注）類似団体平均は、総務省において区分した類型設定のうち都市Ⅳ-３に該当する32団体の平均値

（参考）

指　　　標 算式 意　　　義 家計に例えると H30 R01
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